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新   旧   対   照   表 

第２ 「租税特別措置法(株式等に係る譲渡所得等関係)の取扱いについて」(法令解釈通達)関係               （注）アンダーラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 
措置法第３７条の１０《株式等に係る譲渡所得等の課
税の特例》関係 

 
（雑損失の繰越控除及び所得控除の順序） 

37の10－4 その年の前年以前３年内の各年において生じた雑損失の金額の控除は、「租税特別措置

法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて」(法令解釈通達)31・32共－６によるのである

が、株式等に係る譲渡所得等の金額から控除する場合には、株式等に係る譲渡所得等の金額(未公

開分)又は株式等に係る譲渡所得等の金額(上場分)から順次控除するものとする。また、その年分

の所得控除についても、これと同様に取り扱う。 

(注)１ 株式等に係る譲渡所得等の金額(未公開分)とは、措置法第37条の10第１項の規定の対象と

なる株式等の譲渡に係るもの（次の２に該当するものを除く。）をいう。 

２ 株式等に係る譲渡所得等の金額(上場分)とは、措置法第37条の11第１項の規定の対象とな

る株式等の譲渡に係るものをいう。 

 

 

措置法第３７条の１０《株式等に係る譲渡所得等の課
税の特例》関係 

 
（雑損失の繰越控除及び所得控除の順序） 

37の10－4 その年の前年以前３年内の各年において生じた雑損失の金額は、その年分の①総所得金

額、②土地等に係る事業所得等の金額、③短期譲渡所得の金額(一般所得分)、④短期譲渡所得の

金額(軽減所得分)、⑤長期譲渡所得の金額(一般所得分)、⑥長期譲渡所得の金額(特定所得分)、

⑦長期譲渡所得の金額(軽課所得分)、⑧株式等に係る譲渡所得等の金額(未公開分)、⑨株式等に

係る譲渡所得等の金額(上場分)、⑩先物取引に係る雑所得等の金額、⑪山林所得金額又は⑫退職

所得金額の計算上順次控除するものとする。ただし、②土地等に係る事業所得等の金額から⑩先

物取引に係る雑所得等の金額までの間において、納税者がこの取扱いと異なる順序で控除して申

告したときは、これを認める。また、その年分の所得控除についても、これと同様に取り扱う。 

(注)１ 短期譲渡所得の金額(一般所得分)とは、措置法第32条第１項の規定の対象となる土地等の

譲渡に係るもの(次の２に該当するものを除く｡)をいう。 

２ 短期譲渡所得の金額(軽減所得分)とは、措置法第32条第３項の規定の対象となる土地等の

譲渡に係るものをいう。  

３ 長期譲渡所得の金額(一般所得分)とは、措置法第31条第１項の規定の対象となる土地等の

譲渡に係るもの(次の４又は５に該当するものを除く｡)をいう。  

４ 長期譲渡所得の金額(特定所得分)とは、措置法第31条の２第２項に規定する優良住宅地等

のための譲渡又は同条第３項に規定する確定優良住宅地等予定地のための土地等の譲渡に

係るものをいう。 

５ 長期譲渡所得の金額(軽課所得分)とは、措置法第31条の３第１項《居住用財産を譲渡した

場合の長期譲渡所得の課税の特例》の規定の適用を受ける居住用財産の譲渡に係るものをい

う。  

６ 株式等に係る譲渡所得等の金額(未公開分)とは、措置法第37条の10第１項の規定の対象と
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改     正     後 改     正     前 

なる株式等の譲渡に係るもの(次の７に該当するものを除く。）をいう。 

 ７ 株式等に係る譲渡所得等の金額(上場分)とは、措置法第37条の11第１項の規定の対象と

なる株式等の譲渡に係るものをいう。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




